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1. はじめに 

 独立行政法人日本原子力研究開発機構（旧核燃料サイクル開発機構と

旧日本原子力研究所が統合し平成17年10月に発足した独立行政法人*1；以

下、原子力機構）が、北海道幌延町で実施している幌延深地層研究計画

は、平成17年10月に公表された「原子力政策大綱」*2に示された「深地層

の研究施設」計画の一つであり、堆積岩を対象に深地層の研究を行うも

のです。 

 「原子力政策大綱」においては、平成12年11月に示された「原子力の

研究、開発及び利用に関する長期計画」の考え方を基本的に踏襲し、「日

本原子力研究開発機構を中心とした研究開発機関は、深地層の研究施設

等を活用して、深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全

評価手法の高度化等に向けた基盤的な研究開発、安全規制のための研究

開発を引き続き着実に進めるべきである」と述べられており、幌延深地

層研究計画の重要性が示されています。幌延深地層研究計画では、ここ

で示された「深地層の科学的研究」については「地層科学研究」、また、

「地層処分技術の信頼性向上」と「安全評価手法の高度化」については

「地層処分研究開発」として研究開発を進めています。 

 平成 17 年 10 月に文部科学省と経済産業省が公表した「独立行政法人

日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中期目

標）」*3（以下、中期目標）では、「深地層の研究計画について、中間的な

深度までの坑道掘削時の調査研究を進める。あわせて工学技術や安全評

価に関する研究開発を他の研究開発機関と連携して実施し、これらの成

果を地層処分の安全性に係る一連の論拠を支える知識ベースとして体系

化する」ことが目標として掲げられました。今後の調査研究は、中期目

標に従って進めていくこととなります。 
 

*1: 独立行政法人通則法 第二条には、『この法律において「独立行政法人」とは、国民生活及び社会経済の安定

等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実

施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一

の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効果的に行わせることを目的として、この法律

及び個別法の定めるところにより設立される法人をいう』と規定されています。 

*2: 原子力政策大綱は、これまで「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」と呼ばれ、1956 年以来、概
ね 5 年ごとに計 9 回にわたって日本における原子力の研究、開発及び利用について、今後どのように進めるか

を策定してきました。 (http://www.fepc.or.jp/shikihou/shikihou33/p04-09.html) 

*3: 中期目標の対象としている期間は平成 17年(2005 年)10 月 1日から平成 22年(2010 年)3 月 31 日までの 4年 6

ヶ月間とされています。 
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2. 平成 17 年度の調査研究の進め方 

 幌延深地層研究計画は、「地上からの調査研究段階（第 1 段階）」、「坑

道掘削（地下施設建設）時の調査研究段階（第 2段階）」、「地下施設での

調査研究段階（第 3段階）」の 3つの段階に分けて実施しています。平成

17 年度は、平成 13 年 3 月から開始した第 1段階の最終年度であるととも

に第 2段階の初年度にあたります。 

 平成 17 年度は、平成 17 年 3 月に公表しました「幌延深地層研究計画 

平成 17 年度調査研究計画」(1)に従って調査研究を進めました。また、第

2 段階の研究開発課題(2)として、「地層科学研究」では、地質環境調査技

術開発、地質環境モニタリング技術の開発、深地層における工学的技術

の基礎の開発、地質環境の長期安定性に関する研究という 4 つの研究開

発課題を設定しました。また、「地層処分研究開発」では、処分技術の信

頼性向上として、人工バリア等の工学技術の検証、設計手法の適用性確

認を、安全評価手法の高度化として、安全評価モデルの高度化と安全評

価手法の適用性確認という研究課題を設定しました。 

 幌延深地層研究計画の成果は、原子力機構における他の研究開発拠点

での成果と合わせ一連の地層処分技術として、処分事業や安全規制に適

宜反映していきます。そのため、国内外の研究機関との連携を図り、大

学などの専門家の協力を得つつ、本計画を着実かつ効率的に進めていき

ます。また、研究開発業務の透明性・客観性を確保する観点から、研究

計画の策定から成果までの情報を積極的に公表し、特に研究成果につい

ては国内外の学会や学術誌などを通じて広く公開していきます。 
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3. 平成 17 年度の主な調査研究結果 

 平成 17 年度は、第 1段階の最終年度として、主に北進地区にある研究

所設置地区（主たる調査研究の展開場所、2～3km 四方程度）とその周辺

地区において調査研究を実施しました。また、現場での調査と並行して、

コアや地下水を利用した室内試験、各種の解析を行いました。 

 地質環境調査技術開発では、地表物理探査、地表露頭における割れ目

の観察などの地質調査、表層水理観測を実施するとともに、HDB-11 孔で

の試錐調査を終了しました。また、平成 17 年度までに取得したデータに

基づき、地質構造・岩盤の水理・地下水の地球化学・岩盤力学の各分野

においてモデルを構築し、地下施設建設に伴う影響予測を実施しました。

また、試錐孔を用いた調査技術やコントロール掘削技術に関する適用性

の確認を行いました。 

 地質環境モニタリング技術の開発では、平成 16 年度までに設置した長

期モニタリング機器による観測を継続し、地下水の水圧観測などを行う

とともに、平成 16 年度に掘削した試錐孔(HDB-9, 10 孔)へ長期モニタリ

ング機器を設置しました。また、遠隔監視システムの設置および試験観

測を行いました。 

 地質環境の長期安定性に関する研究では、幌延地域の地殻変動の変遷

を明らかにするため、幌延地域の地質の調査、地中レーダ探査などを行

いました。また、平成 16 年度までに設置した地震計、GPS（Global 

Positioning System: 汎地球測位システム）、電磁探査機器による観測を

継続しました。 

 処分技術の信頼性向上では、第 2 段階以降に地下施設で行う試験計画

を具体化するために、低アルカリ性コンクリート材料に関する室内試験

や実規模模擬トンネルにおける吹付け試験を実施しました。また、第 1

段階で取得した地質環境データを用いて既存の設計手法の適用性を検討

しました。 

 安全評価手法の高度化では、コアを用い物質の収着*4試験を行うととも 
 

 

*4:固体表面と原子、分子あるいは粒子との反応です。一般に、収着には吸収(固体内の空隙内に取り込まれる現

象)および吸着(固体表面に固定される現象)が含まれます。収着現象は、化合物の生成を引き起こすと同程度の

力（化学結合）による化学収着とファンデルワールス力などの弱い分子間力による物理吸着に大きく分けられま

す（「H17 取りまとめ」（サイクル機構技術資料 JNC TN1400 2005-014）“用語の説明”を一部修正）。 
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に、第 1 段階で得られた地質環境の情報を一例として物質の移動に関す

る解析を試行しました。 

 なお、上記の作業と並行して、平成 16 年度までの研究成果を考慮した

概括的な第 2段階の研究計画を策定しました。地上施設（図 1）について

は、造成工事完了後、研究管理棟および試験棟（「試験棟」の旧名：コア

倉庫・ワークショップ棟）の建設を行い、平成 18 年 2 月より供用を開始

しました。また、PR 施設の建設工事に着手しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 16年 11月 15日撮影

図 1 研究所用地とその周辺 

 

 地下施設については、試錐調査で一部の地層から有害物質が検出され

たことなどを踏まえ、環境保全のための付帯施設（掘削土（ズリ）仮置

場）を整備するとともに、土壌汚染対策法の遮水工封じ込め型に準じた

二重遮水シート構造の掘削土（ズリ）置場の設計と、地下施設から発生

する排水を処理したのち天塩川に放流するための排水管路の設計を行い

ました。また、換気立坑坑口部およびコンクリートプラントの基礎工事
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の一環として鋼管杭（換気立坑坑口上部工:深さ約 25m、コンクリートプ

ラント:深さ約 26m）を設置するとともに、換気立坑坑口部を 5m 程度掘削

しました。さらに、地下施設における防災対策の信頼性向上を目指した

立坑模型による通気実験を行いました。 

 環境調査では、研究所設置地区を対象に、環境モニタリング調査を継

続しました。 

 また、幌延地圏環境研究所、北海道大学、電力中央研究所をはじめ、

国内外の研究機関との研究協力を進めました。 
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4. 地層科学研究 

4.1 地質環境調査技術開発 

4.1.1 地質環境データの取得 

 平成16年度までに構築した地質環境モデルの妥当性の確認および更新

を主目的として、物理探査、地質調査、表層水理調査、試錐調査を行い、

地層の分布や断層などの地質構造のデータ、河川流量・河川水の水質デ

ータ、透水係数（地層の水の通し易さを表す)や地下水の圧力・水質デー

タ、地層の強度などのデータを取得しました。 

 

(1) 物理探査 

 平成 15 年度に実施した電磁法探査*5により、大曲断層推定位置の深度

約 200m以深に、高い比抵抗を示す部分が確認されました。平成 16 年度ま

での調査の結果から、地層の比抵抗分布は主に地下水の塩分濃度の違い

を反映していると考えられるため、この部分は、降水が大曲断層に沿っ

て、地下深部まで浸透した領域と解釈しました。一方、深度約 200m以浅

では、周囲より高い比抵抗を示す部分は認められませんでした。 

 そこで、平成 17 年度は、大曲断層推定位置の深度約 200m 以浅におけ

る比抵抗分布をより詳しく調べるため、高密度の電気探査を実施しまし

た（図 2）。 

 探査の結果、大曲断層推定位置の深度約 200m 以浅において、周囲より

やや低い比抵抗を示す部分が認められました（図 3）。これは、深度約 200m

以深に認められた傾向と異なる特徴を示します。この原因については今

後検討していく予定です。 

 

 

 

 

 

 
 

*5: 地上で地面を流れる微弱な電気や磁場の変動を観測し、その信号の強さや信号の遅れ方などから、地下の比

抵抗値(電気の流れにくさ）を求める手法です。一般的に、地質の違いや水の量などが変わると、比抵抗値も変

わることから、これから、地層の連続性を推定することができます。 
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図 2 調査測線位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 電気探査結果 
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(2) 地質調査 

 平成 16 年度までの試錐調査結果における岩石コア観察などから、岩盤

中には小規模な断層が互いに密集した「小断層帯」が形成されているこ

とが推定されました。平成 17 年度は、小断層帯の連続性や性状（断層面

の走向・傾斜やずれの方向など）に関する情報を岩石コアよりも大きな

スケールで観察するために、大曲断層の推定位置付近に地層が露出して

いる上幌延地区において地質調査を実施しました。 

 また、平成 16 年度の地表ガス調査により、大曲断層推定位置付近にお

いてガス徴(ガスの湧出)が認められました。そこで平成 17 年度は、ガス

徴が長期間にわたり認められるかを確かめるため、平成 16 年度と同じ調

査ルート上において継続的なガス測定を実施しました。具体的には、複

数の浅層試錐孔内の二酸化炭素・メタンガスの濃度を測定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 研究所設置地区周辺の地質図 
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 地質調査の結果、図 4 に示す地点 A の露頭において小断層帯が数十 m

以上水平方向に連続して延びることを確認しました（図 5）。この露頭で

は、岩石コアの観察結果と同様に、多数の小規模な断層が互いに密集し

て分布することが観察できました。その中でも特に規模の大きなもの（図

5の中央部の断層）は、地層をずらしていることが確認できます。これら

の断層を詳細に観察することで、小断層帯の性状について多くの情報を

得ることができました。今後は、地質調査および試錐調査から得られた

小断層帯の性状について、坑道内における壁面観察などで確認していく

予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 小断層帯を観察した剥ぎ取り露頭の写真 

 

 一方、平成 17 年度の継続的なガス調査の結果、大曲断層の推定位置付

近で二酸化炭素濃度が高い傾向が認められました（図 6）。メタンガス濃

度については、二酸化炭素濃度ほど、大曲断層推定位置との相関性は認

められませんでしたが、調査ルート H17-GM-Line3 の大曲断層に挟まれる

範囲（図 4）において、比較的高い濃度のメタンガスが継続的に検出され

ました。2年間程度の観測期間中、ほぼ同じ場所でこのようなガス徴が認
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められることから、大曲断層もしくはその近傍が、地下深部からのガス

の移動経路として機能していることが推定されます。今後、浅層試錐孔

を用いた二酸化炭素・メタンガスの濃度測定を継続するとともに、ガス

の起源を特定するための同位体分析を行っていく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 ガス測定結果（調査ルートは図 4を参照） 
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(3) 表層水理調査 

 表層(地表付近の地層)を通って降水が地下にしみ込む量（地下水涵養

量）を推定するのに必要な手法を整備するため、平成 16 年度までに幌延

町内 4 箇所での気象観測所、研究所設置地区とその周辺地区の 3 つの流

域（P-3, 4, 5 流域）での河川流量観測装置を整備しました。    

 平成 17 年度は、平成 16 年度までに整備した観測装置での観測を継続

しました（図 7）。各地区での降水量や積雪量、気温、河川流出高*6の観測

結果を図 8に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 表層水理調査位置図 

 

 

 

 

 
 

 

*6: 河川流出高は、河川流量を流量観測地点から上流の流域面積で割った値で、降水量と同じく mm で表します。

今回の試算では、P-3, P-4, P-5 流域からの流出高の加重平均値を用いています。 

11 
 



 

12 
 

 

-20

-10

0

10

20

 

 

水　温
 P-3
 P-4
 P-5

日
平

均
気

温
・
水

温
(℃

)

                気　温
 豊富アメダス（気象庁）
 幌延市街地観測所（JAEA）
 北進観測所（JAEA）

20
06
年3月

200
6年

2月

20
06
年1月

200
5年

12
月

20
05
年
11
月

20
05
年
10
月

200
5年

9月

20
05
年
8月

20
05
年
7月

20
05
年
6月

20
05
年
5月

20
05
年
4月

20
05
年
3月

20
05
年
2月

20
05
年1月

200
4年

12
月

20
04
年
11
月

20
04
年
10
月

20
06
年3月

200
6年

2月

20
06
年1月

200
5年

12
月

20
05
年
11
月

20
05
年
10
月

200
5年

9月

20
05
年
8月

20
05
年
7月

20
05
年
6月

20
05
年
5月

20
05
年
4月

20
05
年
3月

20
05
年
2月

20
05
年1月

200
4年

12
月

20
04
年
11
月

20
04
年
10
月

140

120

100

80

60

40

20

0

 

降
水

量
(m

m
/
日

)

　　　　　　　降水量
 豊富アメダス（気象庁）
 幌延市街地観測所（JAEA）
 北進観測所（JAEA）

0
1

10

100

河川結氷期
（定期観測）

 

　　通常期　結氷期
P-3 　　
P-4 　　
P-5 　　

流
出

高
(m

m
/
日

)

河川結氷期
（定期観測）

0

40

80

120

160

200

240

280

 

積
雪

深
(c
m
)

　　　　　　　積雪深
 豊富アメダス（気象庁）
 幌延市街地観測所（JAEA）
 北進観測所（JAEA）

 

 
a）流出高 
 

 

 
b）積雪深・

降水量 
 

 

 

 c）日平均気

温・水温  

 

 

図 8 河川流量観測および気象観測結果 

 

 一方、涵養量を精度よく推定するために、河川流出高の他にそれぞれ

の流域における蒸発散量*7を推定する必要があります。蒸発散量は牧草地

や森林地あるいは積雪期と非積雪期でそれぞれ異なることから、条件に

応じた算出手法を用いる必要があ

ります。このため、平成 16 年度よ

り北進蒸発散量観測タワー（高さ約

30m）による観測（図 9）を開始し

て、牧草地とともに流域の大半を占

める広葉樹林からの蒸発散量（樹冠

上蒸発散量）を推定し、平成 17 年

度までに得られた気温、風速、湿度

などの観測結果を基に手法別に蒸

発散量の比較を行いました（図10）。 

 
図 9 樹冠上蒸発散量観測概念図  

 

 

 

*7: 蒸発散は、湖沼などからの水面蒸発、土壌からの蒸発と、主に植物の葉からの蒸散の総称です。また、蒸発

散量は、風速、気温、湿度などの気象データから推定することができます。 
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図 10 広葉樹林の手法別蒸発散量の比較(例) 

 

 その結果、牧草地ではバルク法とペンマン法、森林地ではボーエン比

熱収支法が蒸発散量の推定手法として適当と考えられることなどが分か

りました。これらの手法を用いて 2004 年 12 月から 2005 年 11 月までの 1

年間の観測データより算出した地下水涵養量は 120mm/年でした。 

 その他、表層の地下水の動きを直接把握するために、研究所設置地区

とその周辺地区に既に掘削している深度約 1～20mの浅層試錐孔を利用し

て、平成 16 年度より地下水位や土壌水分（体積含水率*8）の変動につい

ての観測を継続しています。図 7 の研究所用地内における地下水位や土

壌水分、地温の変動を図 11 に示します。 

 今後は、地下水涵養量の推定精度を向上させるため、各観測を継続し

てデータを蓄積するとともに、その推定方法の検討を継続する予定です。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

*8: 体積含水率とは土壌の見かけ体積に対する水分の体積の占める割合を 100 分率で表したものです。 
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図 11 地下水位・土壌水分観測結果(例) 



 

(4) 試錐調査 

 平成16年度までに、研究所設置地区とその周辺地区の地質環境の把握、

既存の地質環境モデルの妥当性の確認や更新のために必要な情報の取得、

および試錐孔やコアを用いた調査手法の適用性の確認を主な目的として、

掘削深度が約 500～700m までの試錐孔（HDB‐1,3,4,5,6,7,8,9,10,11 孔）

を掘削し調査を行ってきました。 

 平成 17 年度は、平成 16 年度から開始した試錐調査（HDB-11 孔）を継

続して実施しました（図 12）。掘削深度は 1,020m であり、従来の試錐調

査と同様にコアや地下水を用いた室内試験や試錐孔を用いた試験を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 試錐調査実施位置とケーシングプログラム 
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*9: 稚内層を構成する岩石は、一般的に“硬質頁岩”と呼ばれます。この名称は、日本国内では広く使用されて
いますが、国外では使用されていません。この“硬質頁岩”は、シリカ鉱物と粘土の割合に着目すると、粘土

を多く含む珪質泥岩やシリカ鉱物を多く含む陶器岩などに区分されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 HDB-11 孔の地質は、コア観察結果から、深さ 23mから 460m付近まで声

問層と考えられる珪藻質泥岩で、それ以深は次第に硬質化し、典型的な

稚内層と考えられる硬質頁岩（珪質泥岩・陶器岩）*9が深度 1,000mまで分

布することが分かりました。図13、14に岩石の硬さや割れ目の分布状況、

化石の産出状況などの地質情報と、物理検層、原位置透水試験の結果を

まとめて示します。 
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図 13 地質柱状図および流体検層結果（HDB-11 孔） 
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図 14 地質柱状図および物理検層結果（HDB-11 孔） 
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図 51 水セメント比 40％のベースコンクリートの一軸圧縮強度の推移 

 

 吹付け試験は、HFSC424N（水セメント比 40%）と HFSC424H(水セメント

比 45%)の 2 種類を用い、ベースコンクリート強度試験、吹付け時の施工

性確認試験および吹付けコンクリートから採取したコアの強度試験を行

いました。新潟県糸魚川の民間セメント工場内に構築した模擬トンネル

を用いて実施した吹付け試験の様子を図 52 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 52 吹付け試験の様子（HFSC424N） 



 

60 
 

 この吹付け試験の結果、両コンクリートとも施工性に問題がないこと、

吹付けコンクリートのコア強度は目標値を上回っており、実際の地下施

設で使用するコンクリートと同等以上の性能が期待できることが分かり

ました。 

 今後は、これまでの研究成果に基づき、最も研究データの多い HFSC424N

を主として用いる地下施設内での原位置施工試験計画を検討していく予

定です。 

 

5.1.2 設計手法の適用性確認 

 幌延の地下施設で行うことが予定されている、緩衝材/岩盤クリープ試

験や坑道閉鎖試験などの原位置試験においては、緩衝材は塩水系地下水

の影響を受け、降水系地下水の場合と異なる挙動を示すことが考えられ

ます。このため、平成 16 年度までに塩水系地下水環境下での緩衝材など

の挙動に関するデータ取得のための室内試験を実施しました。平成 17 年

度は、平成 16 年度までに実施した室内試験結果などに基づき、そのよう

な環境を対象とした場合の、「第 2次取りまとめ」(21)で示した人工バリア

などの設計手法の適用性を検討しました(図 53)。 

 具体的には、第 2 次取りまとめで示された全体設計フロー（図 54）の

考え方をベースとして仮想的に設計作業を行い、その過程で得られた問

題点などを反映して設計フローなどを更新（図 55）するとともに、人工

バリアシステムを構成する個別の要素（緩衝材、オーバーパックなど）

について詳細な設計フローを作成しました（図 56）。 

 塩水系地下水環境における緩衝材の特性については、まだデータ数が

不足していることから、今後も継続してデータの取得を行っていくとと

もに、図 55 に示した設計フローの適用性評価のため、これらの成果に基

づく第 2段階以降の原位置試験の仕様の検討を行っていく予定です。 
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図53 サイト選定から処分場建設地選定までの概略的な流れと平成17年

度の検討範囲（赤破線内）(20) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 54 第 2 次取りまとめで示した処分場設計の基本的な流れ(21) 
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図 55 全体設計フロー（図 54）をベースに更新した処分場設計 

の基本的な流れ(20) 
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図 56 更新した全体設計フローに対する緩衝材仕様の検討フロー(20) 
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5.2 安全評価手法の高度化 

5.2.1 安全評価手法の適用性確認 

(1) 安全評価モデルの高度化 

 岩石への物質の収着メカニズムの検討を目的として、平成 15 年度より

試錐孔（HDB-3 孔）から深度毎にサンプリングした 4つのコア試料（声問

層および稚内層からそれぞれ 2 試料）と、試錐孔から採取した地下水を

用いて室内実験を行ってきました(22)。平成 17 年度は、これまでに取得し

たデータを基に、岩石への物質（セシウム、セレンなどの元素）の収着

メカニズムを検討しました(23)。なお、この実験は核燃料サイクル工学研

究所（旧東海事業所）の実験施設で行いました。 

 その結果、セシウムは岩石中の粘土鉱物（イライト）とのイオン交換

反応により、岩石に収着することが分かりました。一方、セレンは地下

水中の有機物や岩石中の鉄鉱物（黄鉄鉱）による酸化還元反応により、

岩石に収着すると推定されました。 

 

(2) 安全評価手法の適用性確認 

 第 1 段階の調査研究で取得した地質環境データを利用して、これまで

に整備してきた安全評価手法の適用性を確認しました。具体的には、実

際の地層処分候補地において実施が想定される地質環境中での物質移動

についての解析を、幌延の地質環境を事例として試行しました(24)。この

検討の主な目的は、安全評価手法が適用できるか否かを確認することで

すが、安全評価に必要なデータについて、過不足なく取得されているか、

解析に必要な精度が確保されているか、などについて確認することも重

要な目的となります。すなわち、今回の検討を行うことにより、安全評

価に必要なパラメータを取得する手法が整備されているかどうかを確認

することもできます。 

 安全評価を行うために必要となるパラメータには、現場の調査から取

得できるもの（例えば、岩盤の透水係数や間隙率）、室内実験から取得で

きるもの（例えば、物質の収着分配係数）、解析により求めるもの（例え

ば、地下水の流速や移行距離）、文献値に基づいて設定するもの（例えば、

緩衝材中の間隙水水質のような人工バリアに関するデータ）があります。
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これらのパラメータについて、それぞれの手法を用い不確実性の大きさ

も考慮しつつ設定し、物質移動解析を試行しました。 

 その結果、地質環境の調査からデータの解釈、モデル化を経て物質移

動解析にいたるデータの流れを整理することができ、物質移動解析結果

への影響が大きいパラメータを確認することができました。 

 第 2 段階の調査研究においては、第 1 段階の調査研究において取得で

きていないパラメータの取得や、データの精度の向上、異なるスケール

での物質移動解析などを通じて、その過程で得られた知見を整理・統合

することにより安全評価手法の高度化を進めていく予定です。 
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6. 第 2 段階の調査研究計画 

 平成 17 年度は、第 1段階で構築した地質環境モデルに基づき、概括的

な第 2段階の計画を作成しました。なお、第2段階の調査研究計画は、「幌

延深地層研究計画 坑道掘削（地下施設建設）時の調査研究段階（第 2

段階）計画(25)」として既に平成 17 年 6 月に公表していますので、以下に

その概要を述べます。 

 

6.1 第 2 段階の調査研究の目標 

 第 2 段階における調査研究として以下の 4 つの目標を設定し調査研究

を進めていきます。 

○坑道の掘削（地下施設の建設）に伴う一連の深部地質環境の調査解

析・評価技術の整備 

○深地層における工学技術の基盤の整備 

○地層処分技術に関する工学技術の有効性の確認 

○安全評価手法の適用性の確認 

 これらの目標を達成するため、第 1 段階における調査研究と同様、地

層科学研究、地層処分研究開発の 2 つの分野を対象とした研究開発を進

めていきます。また、第 2 段階で得られる調査研究成果に基づき、第 3

段階の調査研究計画を策定します。 

 

6.2 調査研究の概要 

6.2.1 地層科学研究 

(1) 地質環境調査技術開発 

① 地質環境データの取得 

 深度 500m 程度までに展開される立坑と水平坑道の掘削時に、坑道壁面

の地質観察、坑道への湧水量測定、湧水の水質分析などを行います。坑

道から掘削する試錐孔を利用して地質や地下水水圧・水質、岩盤の力学

物性などのデータを取得します。また、採取した岩石・地下水試料を利

用した室内試験も行います。 

 地上では、第 1 段階において掘削した試錐孔において、坑道掘削に伴

う地下水水圧や水質の変化の有無を観測します。また、降水量、河川流
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量観測、気象観測などの表層水理調査を行います。なお、坑道掘削によ

り取得する地質環境データを使用した地質環境モデル更新結果によって

は、物理探査や試錐調査などの地上からの調査を実施する可能性もあり

ます。 

② 地上からの調査・解析手法の妥当性確認と地質環境モデルの構築 

 第 1 段階で構築した施設スケール（研究所用地を含む数 km 四方のスケ

ール）の地質環境モデルのうち、主として地質構造モデルの妥当性を確

認するとともに、必要に応じてモデルを更新します。 

 具体的には、第 1 段階で実施した地下施設建設に伴う地下水水圧・水

質などの地質環境の変化の予測結果と、上記の①で取得したデータを比

較することにより、予測結果および地上からの調査・予測・解析手法の

妥当性を確認します。 

 坑道掘削に伴い取得する地質環境情報に基づき、坑道スケール（数十 m

～数 m 四方のスケール）の地質環境モデルを構築し、坑道を利用した調

査研究段階において展開する水平坑道周辺の地質環境を推定します。こ

のモデルは、第 3 段階で実施する調査試験研究計画を策定するための基

礎情報となります。 

③ 調査技術・調査機器開発 

 坑道内で調査を行う場合には、その固有の環境（高湿度など）や調査

に使用できる空間が限られていることなどに対処するため、調査機器の

改良・開発が必要と考えられます。 

 これまでに原子力機構が実施してきた坑道内での調査研究（東濃鉱山

における試験研究など）を通じて開発した水理試験装置などの調査技

術・調査機器を適用し、その有効性を確認します。また、必要に応じて

調査技術・調査機器の開発を行います。 

 また、坑道内における各種計測データを一元的に管理するためのシス

テムを構築します。 

(2) 地質環境モニタリング技術の開発 

① 試錐孔を用いたモニタリング技術開発 

 地表から掘削した試錐孔における地下水水圧・水質モニタリングシス

テムの有効性を検討します。また、モニタリングデータ管理システムの
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構築、モニタリングデータの解析手法の構築を行います。 

② 遠隔監視システムの開発 

 アクロスシステムを応用した遠隔監視システムの開発を行います。こ

れまでに、弾性波アクロスと電磁アクロスの送受信機器の設置および試

験観測を実施しており、第 2 段階では立坑掘削中における地下の状態に

関する観測データ取得します。これを立坑掘削前の状態と比較すること

により、地下の構造や状態の変化を把握する技術としての有効性を検討

します。 

 また、岩盤の比抵抗変化を長期的に観測する手法の適用性確認などを

行う予定です。 

(3) 深地層における工学的技術の基礎の開発 

 坑道の掘削により、第 1 段階において適用した詳細設計や施工計画策

定などの手法ならびに適用した工学技術の有効性を評価し、その評価結

果を適切に詳細設計や施工計画策定などに反映させる技術体系を整備し

ます。 

 また、実際の地質環境が推定結果と大きく異なる場合、想定外の事象

に遭遇した場合、あるいは、坑道の掘削により地質環境を著しく乱す事

象が生じた場合などにおいて、柔軟に設計変更ができること、さらに現

状の対策工が適切に対応し得ることを示すことにより、設計・施工技術

の有効性を確認します。さらに、地質環境の変化の事前予測や対策工実

施後の品質保証のための工学技術の検討を行います。一方、安全衛生面

からの坑道内の研究環境の維持・管理や安全確保のための技術開発を実

施します。 

(4) 地質環境の長期安定性に関する研究 

 この研究では、幌延地域での観測や調査が可能な天然現象である、地

震・断層活動、隆起・沈降・侵食、気候・海水準変動を対象としていま

す。 

 第 1段階では、幌延地域における天然現象の変遷を把握してきました。

第 2 段階では、天然現象が地質環境へ及ぼす影響を明らかにし、その結

果を基に地質環境の長期的変化を考慮した地質環境モデルの構築を行い

ます。 
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 断層活動や隆起・沈降・侵食、気候・海水準変動などの過去の天然現

象が地質環境へ及ぼした影響については、地表踏査や坑道壁面調査、採

取した試料の室内試験などにより影響の範囲や程度を把握します。地震

などの現在も起こっている天然現象が地質環境へ及ぼす影響については、

第 1 段階で設置した観測機器を用いて、地殻変動量や地下水水位・水圧

の観測を行い、それらの変化と地震活動の特徴の関連性について検討し

ます。 

 地質環境の長期的変化を考慮した地質環境モデルの構築にあたっては、

過去から現在に至る上記の天然現象および地質環境の変遷に係わる情報

の収集と解析を行い、天然現象が地質環境へ及ぼす影響の因子や影響の

プロセスおよび影響のメカニズムなどを系統的に整理した上で実施しま

す。なお、モデル作成過程において生じる不足データについては、適宜

現地調査や室内試験などを実施し、得られたデータに基づいてモデルを

適宜更新していきます。 

 

6.2.2 地層処分研究開発 

 地層処分に関する技術のうち、人工バリア性能などに関わる工学要素

技術の信頼性向上を図るための室内試験や原位置試験を行います。また、

安全評価手法の実際の地質環境への適用性を確認するために、第 1 段階

および第 2 段階で取得するデータを利用して、地下施設周辺での物質移

動の解析を試行します。 

(1) 処分技術の信頼性向上 

① 人工バリア等の工学技術の検証 

 処分技術の信頼性向上に関する研究課題のうち、坑道内の原位置にお

いて行うことが重要な試験として、低アルカリ性コンクリートの施工性

を確認する試験およびガス移行挙動試験を行います。 

 低アルカリ性コンクリートに関する試験においては、坑道支保工とし

ての基本的施工性の確認および適用範囲の把握、プラグ・グラウトなど

閉鎖工としての施工性の確認、鉄筋腐食など施工後の品質の確認を行い

ます。 

 ガス移行挙動試験は、人工バリアシステム全体の機能の評価とオーバ
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ーパック材料の腐食に伴い発生するガスの移行評価モデルの検証を行う

ことを目的として実施します。この試験では、試験用坑道に掘削するピ

ットを利用し、坑道およびピット周辺岩盤、緩衝材および埋戻し材中の

ガスなどの挙動を、第 2段階から第3段階にかけて連続的に観測します。 

また、人工バリアおよび周辺岩盤の熱・水理・応力・化学連成挙動評価

試験や人工バリアの定置精度確認試験など、第 3 段階に行う原位置試験

の詳細設計を行います。 

② 設計手法の適用性確認 

 空洞の力学的安定性や支保工の性能を確認し、支保工が緩衝材や岩盤

に与える影響などについて、実際の施工と各種の観測により得られる知

見を集約・整理します。また、地下施設建設の各段階での地質環境情報

を参考として、地層処分において特徴的な設計手法の実際の地質環境に

対する適用性を概略的に評価します。 

(2) 安全評価手法の高度化 

 幌延を一つの事例として、地下施設周辺での物質移動解析を試行しま

す。第 1 段階から第 2 段階へと段階的に取得される地質環境データを利

用して、データの質と量に応じた安全評価手法の検討を行うことにより、

安全評価の観点から地質環境の調査における留意点などを整理し、調査

計画に反映させていきます。 

 また、地下水や岩石を利用した室内試験により、物質移動の解析に必

要となるデータ（収着分配係数、拡散係数、空隙率など）を取得します。 
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7. 地上施設・地下施設・環境調査 

7.1 地上施設 

 地上施設については、研究管理棟および試験棟がほぼ完成し、平成 18

年 2 月下旬に新事務所へ移転しました。研究管理棟および試験棟は、平

成 18 年 5 月末の竣工です。図 57 に研究管理棟および試験棟の外観を示

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 57 研究管理棟および試験棟の外観 

 

 また、PR 施設は平成 17 年 11 月に工事を開始し、主に杭打工事および

施設展示物の実施設計を行いました。建屋工事は平成 19 年 5 月の竣工予

定です。図 58 に PR 施設の完成イメージ図を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 58 PR 施設のイメージ 
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7.2 地下施設 

 平成16年度に実施した地下施設の実施設計に基づき、地下施設工事（第

Ⅰ期）に着工しました。第Ⅰ期工事は、平成 21 年 3 月の竣工予定です。 

 地下施設工事（第Ⅰ期）では、換気立坑および東立坑の掘削を行う予

定です。平成 17 年度は、工事工程の詳細な検討や、効率的な工事の進捗

を図るための仮設備の配置および施工計画の検討を行いました。掘削工

法は、実施設計での計画どおり、立坑・水平坑道ともに全断面工法を採

用し、掘削方式については、換気立坑は機械方式を、東立坑は発破方式

を採用しています。なお、換気立坑の掘削においては、従来バックホウ

による掘削土（ズリ）の積込を計画していましたが、これに変わる掘削

土（ズリ）積込機を自由断面掘削機と併設し、バックホウの昇降作業を

省略することで、より効率的な工事進捗を図ることが可能な掘削手順と

しました（図 59）。また、仮設備の配置についても、追加した脱窒素（ア

ンモニア）設備も含めた排水処理設備の増設を考慮したレイアウトとし

ました（図 60）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 59 立坑掘削手順（換気立坑の例） 

掘削 掘削土(ズリ)搬出 覆工コンクリート打設

スカフォード スカフォード

スカフォード

自由断面掘削機

掘削土（ズリ）積込機

スライドセントル

人キブル

ズリキブル
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図 60 地下施設仮設備の配置 

 

 地下施設工事のうち、それに係る周辺仮設備については、仮設備機器

の動力用として使用する受変電設備の設置（立坑掘削で必要とする電力

以外の仮設備に電力を供給する設備）、排水処理設備および給水設備の基

礎の構築、アスファルト含浸シートにて遮水性を確保した掘削土（ズリ）

仮置場の整備を行いました。 

 さらに、コンクリート製造設備の基礎用の鋼管杭（換気立坑坑口上部

工:深さ約 25m、コンクリートプラント:深さ約 26m）を打設しました。換

気立坑については、坑口上部工の基礎となる鋼管杭を打設後、地表から

5m までの掘削を完了しました。 

 地下施設内における防災対策の信頼性向上を目的として、坑内火災時

の複雑な通気挙動を把握するために立坑の模型を用いた実験を行い、火

災時発生ガスや煙の挙動および坑道内の温度変化などの基礎的なデータ

を取得しました（図 61）。今後も引き続き模型を用いた実験による通気挙

動の検討を進めていく予定です。 
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図 61 立坑模型実験 
通気主流逆転の一例：レーザーによる視認結果と等温線図 

 

 地下施設建設時に発生する掘削土（ズリ）を保管する掘削土（ズリ）

置場については、平成 16 年度に実施した調整設計を基本とし、地下施設

の建設に伴い発生する掘削土（ズリ）量に応じた、適切な容量の掘削土

（ズリ）置場の設計を行いました。なお、掘削土（ズリ）置場は、土壌

汚染対策法の遮水工封じ込め型に準じた二重遮水シート構造としました。 

 また、地下施設から発生する排水を天塩川まで導水するために必要な

排水管路の設計を行いました。排水管路のうち天塩川に設置する吐き口

部は、塩水の遡上が確認されている天塩川深層部へ放流する水中放流方

式を採用し、天塩川の河川環境に配慮した設計としました。  



 

75 
 

7.3 環境調査 

 平成 17 年度は、平成 16 年度のモニタリング調査に引続き、研究所設

置地区を対象とし、モニタリング調査を実施しました。モニタリング調

査位置図を図 62 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土地理院 1/25,000 地形図「幌延」「本流」を使用 

図 62 環境モニタリング調査位置図 

 

 調査項目は、造成工事、地上施設工事および地下施設工事により発生

する可能性のある「騒音」・「振動」、変化する可能性のある「水質」、水

質・水量などの変化による影響を受ける可能性がある工事範囲下流域の

「魚類」・「植物」を対象としました。また、平成 15 年度の調査において、

環境保全措置として移植を行ったハイドジョウツナギの移植先での生育

状況を調査しました。調査の実施時期、調査方法を表 3に示します。 
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表 3 環境モニタリング調査実施内容(平成 17 年度) 

調査項目 調査実施期日 調査方法 

騒音 

春季：平成17年 6月 7日～ 8日 

夏季：平成17年 8月31日～ 9月 1日 

秋季：平成17年10月 6日～ 7日 

冬季：平成17年12月14日～15日 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規

制に関する基準」および「騒音に係る環境基

準の評価マニュアル」に示す方法 

振動 

春季：平成17年 6月 7日～ 8日 

夏季：平成17年 8月31日～ 9月 1日 

秋季：平成17年10月 6日～ 7日 

冬季：平成17年12月14日～15日 

「特定建設作業の規制に関する基準」に示す

方法 

水質 

春季：平成17年 5月27日 

夏季：平成17年 8月30日 

秋季：平成17年10月 4日 

冬季：平成17年12月13日 

「水質汚濁に係る環境基準、生活環境の保全

に関する環境基準（河川）」に示す方法 

魚類 

春季：平成17年 5月26日 

夏季：平成17年 8月30日 

秋季：平成17年10月 5日 

目視観察・採捕調査 

ハイドジョウ

ツナギ 

春季：平成17年 5月26日 

夏季：平成17年 8月31日 
目視観察 

植物群落 

春季：平成17年 5月26日 

夏季：平成17年 8月31日 

秋季：平成17年10月 4日 

コドラート調査 

 

 騒音･振動については、いずれも造成工事などの着手前と比較して変化

が認められませんでした。 

 水質についても、造成工事などの着手前と比較して変化が認められま

せんでした。 

 魚類に関するモニタリング調査の結果、5目6科8種が確認されました。

法指定種や環境庁のレッドリストなどで絶滅のおそれのある魚類を抽出

したものを重要種として表 4 に示します。確認された重要種は、スナヤ

ツメ、ヤマメ、エゾウグイ、エゾトミヨ、ハナカジカの計 5種でした。 

 ハイドジョウツナギは、移植地への活着および自生地の個体と同様の

伸長成長が確認され、さらには多数の繁殖個体（開花個体）も確認され

ました。 

 植物群落は、主要種において造成工事などの着手前と比較して生育状

況に変化は認められませんでした。 

 なお、これらの調査のうち、魚類およびハイドジョウツナギを含む植

物の調査計画および調査結果について、有識者からの助言をもとに評価

しています。 
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 以上のモニタリング調査項目と結果を、表 5にまとめて示します。 

 

表 4 確認された重要種（魚類） 

選定根拠*1 
目 科 種 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

ヤツメウナギ ヤツメウナギ スナヤツメ   VU  希   

サケ サケ 
ヤマメ 

（サクラマス）
   N*2 減*3   

コイ コイ エゾウグイ    N    

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ   NT R   ○ 

カサゴ カジカ ハナカジカ    N    

*1: 重要種の選定根拠 

①:「文化財保護法」（昭和 25 年 法律第 214 号）に基づく天然記念物および特別天然記念物 

②:「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成 4年 法律第 75 号）に基づく野生動植物種 

③:「改定・日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－4 汽水・淡水魚類」（環境省 2003 年）

の記載種 

EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧類 NT：準絶滅危惧 

④:「北海道の希少野生生物 北海道レッドデータブック 2001」（北海道 平成 13 年）の記載種 

Cr：絶滅危機種 R：希少種 N：留意種  

⑤:「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会 1998 年）の記載種 

危：危急種 希：希少種 減：減少種 

⑥:「緑の国勢調査－自然環境保全調査報告書－」（環境庁 昭和 51 年）に基づく選定種 

⑦:「第 2回自然環境保全基礎調査報告書（緑の国勢調査）」（環境庁 昭和 57 年）に基づく選定種 

○：調査対象種 

*2: ヤマメが対象 

*3: サクラマスが対象 
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表 5 モニタリング調査項目と結果 

調査項目 調査結果 

騒音 

等価騒音レベルでは春季～秋季を通じて、昼間は 37 から 58 デシベル、夜間

は 35 から 53 デシベルでした。(工事着手前：昼間 39～53 デシベル 夜間

30 未満～37 デシベル) 

振動 
春季～秋季を通じて、昼間は 35 デシベル以下、夜間は 30 デシベル未満以下

でした。(工事着手前：昼間 39～53 デシベル 夜間 30 未満～37 デシベル)

水質 造成工事着手以前と同様に、水質が維持されていると判断されました。 

魚類 

6 科 8 種を確認しました。 

重要種はスナヤツメ、ヤマメ、エゾウグイ、エゾトミヨ、ハナカジカの 5種

を確認しました。造成工事着手以前と同様に魚類の生息環境が維持されてい

ると判断されました。 

ハイドジョウ 

ツナギ 

移植地への活着および自生地の個体と同様の伸長成長が確認され、さらには

多数の繁殖個体（開花個体）も確認されました。生育は良好であると判断さ

れました。 

植物 

植物群落は、造成工事着手以前と比較するとほぼ同様の種構成が確認され、

主要種について被度・群度の大きな変化は認められませんでした。造成工事

による生育地の改変や植物への影響は見られず、植生環境は造成工事着手以

前と同様に維持されていると判断されました。 
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8. 開かれた研究 

 幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、以下に

示す研究機関との共同研究や研究協力をはじめ、そのほかにも広く関連

する国内外の研究機関や専門家の参加を得て進めています。平成 17 年度

の主な調査や解析の結果は以下のとおりです。 

 

北海道大学 

 「地下水中の有機物に関する研究」のテーマで研究協力を行いました。

地下水中の有機物を分析する手法を検討し、幌延で採取した地下水中の

有機物を分析しました。その結果、浅部の地下水と深部の地下水では、

溶存する有機物の分子量が異なる可能性のあることがわかりました。 

幌延地圏環境研究所*17 

 「(財)北海道科学技術総合振興センターとの地層の研究に関する協力

協定」に基づき、室内試験や種々の分析に必要な岩石コアや地下水の提

供を行いました。 

山口大学 

 「溶存メタンセンサーによる原位置メタン量測定法に関する研究」の

テーマで共同研究を行いました。平成 17 年度は、開発した溶存メタンセ

ンサーを用いて室内実験と HDB-5 孔を使用して原位置での適用試験を実

施しました。その結果、センサー表面に水流を与える機能を付加するこ

とによってセンサーの反応性が向上することが分かりました。 

岡山大学ほか 

 「地下水の流向・流速の計測方法に関する研究」のテーマで岡山大学

ほかとの共同研究を行いました。HDB-10 孔において微流向・流速計の原

位置での適用試験を実施し、本装置が設計通りの性能を有していること

を確認しました（詳細は 4.3.1(1)を参照）。 

 

 

 
 

 

*17: 幌延地圏環境研究所は、財団法人 北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、国の補助を

受けて、幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究を実施します。 
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京都大学 

 「ボーリングコアを用いた堆積軟岩の AE*18特性の分析および原位置測

定手法に関する研究」のテーマで共同研究を行いました。試錐調査で採

取したコアを用いた室内試験と室内試験時に測定した AE の分析を行い、

堆積軟岩を対象とした場合に岩盤の破壊過程を把握する上で有効なパラ

メータを抽出しました。 

静岡大学 

 「遺伝子プローブを用いた微生物群集構造の解析とその定量的評価」

のテーマで共同研究を行いました。地下水中の微生物について分析した

結果、地層の違いにより、そこに含まれる地下水中の微生物の活性が異

なることがわかりました。 

(財)産業創造研究所*19 

 「地下水の水質・水理モデルの信頼性向上に関する研究」のテーマで

共同研究を行いました。幌延で取得された地質環境データを利用して、

地下水の水質形成機構の検討や地質環境の長期的変遷を考慮した地下水

流動解析を開始しました。 

 また、深さ 50m 程度の試錐孔を掘削して地下水や岩石コアを採取し、

地下水や岩石コア中の微生物の解析、および地下水や間隙水の化学分析

などを実施しました。 

(財)電力中央研究所*20 

 「地質・地下水環境特性評価に関する研究」のテーマで共同研究を継

続して実施しました。平成 16 年度に引き続き北進地区におけるコントロ

ールボーリング孔の掘削を実施し、コントロール掘削技術とコントロー

リング孔を利用した調査技術の適用性を確認しました。なお、北進地区

での掘削は、平成 17 年 11 月に終了しました（掘削長：706.0m）。 

 

 
 

 

*18: 岩盤の内部で微小破壊が生じる際に出る音を意味しており、この破壊音の測定が、構造物や岩盤の破壊現象

の監視や岩盤にかかっている力の測定などに応用されています。AE とは、Acoustic Emission の略です。 

*19: 財団法人 産業創造研究所は、産業技術の創造と新しい社会システムの創造に関する調査・試験研究を行う

ことを目的として設立されました。現在、核燃料サイクル分野などの研究開発を実施しています。 

*20: 財団法人 電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関として設立されました。電力技術の研究として、高

レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 
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(財)原子力環境整備促進・資金管理センター*21 

 「地質環境調査技術の適用検討に関する研究」のテーマで共同研究契

約を更新しました。平成 17 年度は北進地区（探査範囲：約 3×2km）で 3

次元電磁法探査を行うとともに、地下施設周辺地区（解析範囲：7.5×5km）

の地下水流動解析を実施しました。 

Nagra*22（スイス） 

 Nagra とは、幌延深地層研究計画について、第 1段階における調査研究

成果の統合と取りまとめに関する技術検討会議（平成 17 年度は 1回）を

行い、その結果を研究成果報告書や研究計画書の品質向上のために活用

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

*21: 財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関として発足し

ました。現在は、原子力発電環境整備機構を通して積み立てられる最終処分積立金の管理などを行う資金管理

業務も実施しています。 

*22: Nationale Genossenschaft für die Lagerung radioaktiver Abfälle (National Cooperative for the Disposal 

of Radioactive Waste)：放射性廃棄物管理協同組合 

Nagra は、スイスにおける放射性廃棄物の地層処分の実施機関で、スイス国内の地下研究施設（グリムゼルな

ど）や幌延と同種の堆積岩のサイトにおいて地層処分に係る様々な調査研究も行っています。
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